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1.は じめ に
韓 国の経済政策一特 に,い わゆる開発主義の時代ωにおける経済政策一 は,
通常,ト ップダウン式 に形成 され,そ れゆえに,大 胆 かつ時宜 を得 た政策変
更 も可能で あったと考 え られ ることが多い(ChoSuk・Choon1975,pp.81-
82;Amsdenl989,pp.84-85;WhangInJoung1992,p.308;HahnYoung-
Whanl996,p.194;Hahm&Plein1997,p.20)。しか しこれに対 して,実 は,
その政策形成過程は,相 当の相互調整 による合意形成 を必要 とす るボ トムアッ
プ型 の ものであ った とす る正 反対 の見解 も有 力で ある(Michell1984,1988;
Woo-Cumings1995,p.454)。
当時政策形成 に関 わった りーダーたちの回顧録 や ジャーナ リス トによる記
録な どに見 られ る多 くの逸話 は,ト ップダ ウン説 を裏 付 ける。 さらに,官 僚
の意 識 に関す る調査結果 で も,政 策 のイニ シアテ ィブや決定に関 して は,直
近の上司 よ り トップエ リー トの役割 が大 きい と答え る者 が多い ことが示 され
て いる(BarkDongSuhl967,p.54;ParkDaeWoonl993,p.134-135)。
他方,1980年 代 に ボ トム ア ップ説 を主 張 して注 目された ミッチ ェル は,
1970年 代の後半,実 際 に経済企 画院 においてす ごした経験 を もとに議 論 を
展開 し,各 課 の課長補 佐 レベルの重要性を説 く(Michell1984,198f)。 筆者





社会各層か らの政治的圧力のみな らず,国 会 ・政府内部か らの反対からも
「遮断」 された空間で,有 能なテクノクラー トたちが,自 由に望ましい経済
政策を立案することができた,と ハガー ド(Haggard1990)等 によりモデ
ル化 された開発主義韓国の経済政策形成が,実 際は官僚制内部においてどの
ような過程を経てなされていたのか,そ れを説明することが本稿の目的であ
る。以下では,ま ず,主 として韓国語文献に頼 りつつ,韓 国の経済政策形成
について,少 な くとも制度的に定められた一定のプロセスを提示する。その




て,与 党民主共和党は常に過半数を維持 していた。さらに,他 の国々の場合
と同様に韓国において も,国 会に提出される法案の大部分が政府の発議によ
るものであり,そ の可決率も,野 党議員による議員立法よりも政府提出法案
の方がはるかに高い(鄭 正信1994,p.321)。 すなわち,こ こに,政 府が重要
と考える政策を法案化 し提出すると,そ れはほとんど例外な く国会を通過 し,
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(1)政 策過程 のは じま り一政策 のイニ シアテ ィブ
政策 形成 に関 して合理 的 ア プ ロー チ(rational-comprehensiveap-
proach)を とる立場からすると,政 策過程の第一段階は,「(政 策)問 題の確
認」 とい うことになる(Lindblom1980,pp.4-5)。 すなわち,ま ず 「社会
におけるイシューや紛争を政治的に解決する必要性が認識 される」 ことが必
要である(加 茂他1998,p.159)。 しか し,実 際の政策形成を考えた場合,
それは必ずしも,厳 密な意味での問題解決型ではないことも多い。特に,経
済成長 という至上の目的が設定され,そ の達成に向けてあらゆる努力がなさ
れた韓国開発主義時代の経済政策については,必 ず しも,ま ず最初に個々の
具体的問題が認識 され,そ れに対応するため,そ の問題を解決するために政
策が形成されたというよりも,よ り広範な国家目標,あ るいはそれに基づく
中期的戦略 ・計画を実現する具体的方策として政策が形成されたと考えるほ
うが妥当な場合 も多かろう。つまり',こ こでは,解 決されるべき 「問題」で ・





そして四半期毎の審査分析会議など,大 統領は,経 済状況のモニタ リングに
積極的に参画 し,問 題を発見すると,そ の場で関連部処に対 し適切な対応を
指示 した。 こうして問題は即座に政策課題(ア ジェンダ)と なり,政 策形成
につながることとなる。1972年 の8.3措 置(3)を初めとして,多 くの重要な経
済政策が,こ のような大統領指示に始まっている。それに対 し,「下」にお
ける問題発見が一定の レベルで政策課題として認識され,政 策形成へとつな
がる場合には,文 字通 りボ トムアップのプロセスが展開されることとなる。
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当初の政策 イニ シアテ ィブが上か らの ものであ ろうと,あ るいは下か らの
ものであ ろうと,い ずれ にせ よ,そ れに続 くプ ロセスは ほぼ例外な く,以 下
のよ うに公式の下か ら(ボ トムア ップ)の 長 い過 程を辿 ることとな った。
② 政策案の立案
政策課題の設定に続 く政策案立案の仕事は,通 常,関 連部ωの関連部署,
多 くの場合主管課 にて担当することとなった。問題の重要性や緊急性などに
より,場 合によっては,部 の次官あるいは次官補を長 とす る特命作業班のよ
うな組織が設置され,取 り組むことも珍 しいことではなかった。
しかし,い ずれにせよ,ほ とんどの政策が,そ の実施段階をも考えた場合
には,部 外 も含む他部署の所管事項 との調整を必要とするものであり,そ の





な くとも官僚制内部には,政 策調整のた・めの各種メカニズムが存在 し,合 意
形成のための一定の努力は常に払われていたと見 るのが妥当であろう。大統
領の意向その他により,一 定の政策の方向性については異論を挟む余地がな
かった場合にして も,具 体的政策形成 とその実施 にあたっては,細 部におい
てかな りの調整が必要となったに違いない。少な くとも関連部署に必要な情









検討され,修 正されなが ら,ボ トムアップのプロセスをたどり,最 終的には
長官の承認を経た上で当該部作成の政策案となった(鄭 正信1987,p.504)。
③ 経済次官会議と経済長官会議
経済政策に関する政策案は,国 務会議(閣 議)へ と進む前に,必 ず,経 済
次官会議 ・経済長官会議において審議されねばならなか った。
経済長官会議は,副 総理を兼務する経済企画院長官を議長 とし,そ の他,
外務部をも含む経済関連各部の長官により構成されていた。これに加え,必
要に応 じて,他 部の長官もしくは中央銀行総裁などが出席 し,意 見を述べ る







とされており(起 揚俊1997,p.154),実 際には,国 務会議に提出される経
済関連議題のすべて(法 案,そ の他の政策案および報告類)が ここでまず議
論されることとなっていた。決定は多数決によりなされたが,実 際には,議
決に関する議長(経 済企画院長官)の 圧力 ・影響力が甚大であったと考えら
れ ている。'
多 くの研究 者が,こ の経済長官会議を副総理(経 済企画院長官)と 経済企




が,そ の中でも,自 身,も と経済企画院の官僚であった崔東奎は,経 済企画
院が,こ の会議をとおして他部をコントロール したメカニズムについて説明
している。崔によると,経 済企画院は,経 済長官会議 ・次官会議の事務局 と
しての役割を果たしており,会 議に提出される議案を受け付けると,ま ず,
院内において担当部署がその内容につき検討 し,そ の結果をうけて,担 当局,
そして企画院としての意見がまとめられる。企画院としての立場が明確になっ
て初めて,そ の議案は長官会議(も しくは後述の次官会議)に 議案 として提
出されることとな り,も し,企 画院の意見が 「反対」であれば,会 議の場で
議長である経済企画院長官は,そ の担当部長官に対 して圧力を加え,提 案の
修正 もしくは撤回を強 く求めることとな った(崔 東奎1991,pp.64-65)(7)。
実際,鄭 正信のデータによると,経 済長官会議において修正 された議案の
数は決 して少なくない。換言すれば,こ こでは実質的審議検討がなされてい
るということもいえよう。毎年の経済長官会議 における修正議案数(お よび
その割合)を 眺めると,年 によって変動はあるものの,約3分 の1か ら半分
に上る数の議案が,こ の会議において何らかの形の修正を受けていることが








こ⑱場合には,当 然のことながら,経 済企画院(の 担当部署)に よるコント




どまらず,そ の他多 くの 「指示」がこの会議を通 じて各部長官に示されるこ
とも多かったという。
経済次官会議は,長 官会議と同じ経済関連部の次官によって構成され,そ
の議長 を務めるのは経済企画院次官であった。 この会議の役割は,ま ず,経
済関連各部間の政策調整を促進することであり,ま た,長 官会議に先立 って
その審議事項について検討することである。長官を務める人物のバ ックグラ
ウン ドが,政 治家 ・学者 ・軍人 ・銀行その他の民間出身者,な ど多岐にわた
る中,次 官の多 くは官僚出身であり(簗 性詰1994),そ の審議 ・検討は,長
官会議の場合より,よ り具体的かつ技術的な細部にわたり,一 般的に,よ り
長 くの審議時間を要するものとなった。上述の鄭正信のデータによると,無
修正で通過 した案件数は,長 官会議に比べて次官会議の方が少なく,ま た,
議案1件 あたりの検討時間は,次 官会議の方がはるかに長 くな っている(鄭
正信1994,p.329)。
しか しながら,公 式の政策決定過程における重要性という意味か らは,こ
の次官会議は必ずしも高 く位置づけられるものとはいえなかった。次官会議
の決定 も多数決によるものであったが,し か し,こ の決定はその後の経済長
官会議の議論や決定に対して,何 ら拘束力をもつ ものではなか ったのである










設置された経済長官会議 と異な り,国 務会議は,「政府の重要な政策を審議
するため」に設置 された憲法機関であり⑧,そ の構成は,大 統領,国 務総理
とその他10名 か ら12名 の長官か ら成る。 しかし,経 済長官会議の場合と同
様 に,こ の 「行政府の最高審議機関」(李 成佑1993,p.125)の 前 には,次
官会議における審議を経 る必要があり,そ のためには,以 下のような手続 き
を経ることとなっていた。
まず,報 告事項をも含むすべての法案およびその他の議案は,次 官会議開
催の10日 前までに,総 務処の儀典課へ提出されなければな らなかった。 し
か し,そ の議案の性格に応 じて,次 のとお り,こ の前にさらに必要となるプ
ロセスがある。
まずその議案が,他 部の所管事項 と何らかのかかわ りを持っている場合一
前述のとお り,ほ とんどの議案がこの範疇に属することとなるが一まず,そ
の議案の主管の部は,事 前に関係各部 との調整を図らねばならなかった。そ
の後,も し,そ の提案が経済案件であれば,経 済次官会議 と経済長官会議を
経 ることとなる。法律案あるいは大統領令案の場合には,経 済長官会議のあ
とに,法 務的観点か らの検討のため,法 制処に送 られる。法制処における検
討は,通 常,提 案部との一定のや りとりを経た上で行われ,最 終的に承認 さ
れて初めて総務処へ送られることとな った。
次官会議および国務会議は,原 則として週2回 開催された。国務総理 と副
総理との関係は,通 常の長官と次官とは異なり,副 総理というのは単なる国




を加えるための先容機関 としてのものである(李 成佑1993,p.128)。 前述









pp.150-152)。 経済次官会議 の場合 と同 じく,こ の次官会議の位置づけも,
決定機関ではなく,国 務会議への助言機関にすぎないのであった。 しか しな
がら,鄭 正信によると,長 官たちはいずれも非常 に多忙であったため,実 際
のところ,次 官会議において否決された案件が国務会議において再び実質的
な議論の対象として取 り上げられることはほとんどなかった(鄭 正信1987,
p.509)。 つまり,助 言機関としての次官会議は,多 忙な長官たちによる国
務会議に代わって各案件を実質的に審議するという重要な役割を果たしてい
たということができるかもしれない(11)。
さて,国 務会議は,行 政府 における意思決定 ヒエラルキーの頂点に位置 し,
憲法上,原 則として大統領が議長を務めることとなっている。しかしなが ら,
実際は大統領が国務会議に出席することは多 くなく,通 常は,憲 法上の副議
長である国務総理が主宰することがほとんどであった(趙 錫俊1997,pp,156-
157)。 しか し,1970年 代の ほぼ全般にわたり大統領秘書室長を務 めた金正
濠によると,朴 大統領下においては,毎 月1回,青 瓦台国務会議 と呼ばれる
国務会議が大統領主宰で行われていた(金 正濠1997,pp.129-130)。 この会
議の開催については,少 な くとも1970年 代の後半については政府の記録に
より確認することが可能で,そ れによると,こ の会議を通 じて,大 統領は各
部長官に対 し多 くの指示を与えている(『行政府報告』各巻)。














り,い ずれにせよ,こ の最終段階に至 る前 にすでになされているのが通常で
あった。さらには,最 高決定機関であるとされながら,実 際は,国 務会議の
決定は大統領による最終決定を拘束することはできなかったのである。では,
国務会議の意味はどこにあるのか。通常,そ れは,長 い下からの政策形成過
程を,形 式上最上部において完結 させ,そ の決定に正統性と権威とを与える
という形式上の重要性に加え,政 府の決定 に関する重要な情報をすべての国
務委員(長 官)に 知 らしめるという情報普及の役割を果た していると考えら
れている(李 成佑1993,p.126)。
実際,鄭 正信がまとめたデータによると,国 務会議における提案の無修正
率(提 案がいかなる修正をも受けずに,そ のまま決定される割合)は 非常に
高 く,1960年 代において平均 して約80%,1970年 代以降は,そ の比率が90
%以 上にもなっている。さらに,1案 件あた りの検討時間を見 ると,こ れ も
非常に短 く,全 斗換時代には約4分 間,朴 正煕時代 にはさらに短 くなってい





とはなか った と言 われ る(LeeSeoug-uh1993,p.126)。それ どころか,起
揚俊 に よると,長 官 たちは,た とえその案件 に自己の部 の利 益 ・意見が十分
に反 映 され ていない場合 にさえ も,国 務会議 の場 において反対意 見を述べ る
ことは ほとん どなか った(起 揚俊1997,p.158)。
国務会議 あるいは次 官会議 に上程 され る案件 の うち,経 済分野 におけ る案
件 につ いては,す でに経 済次 官会議,長 官会議 とい う経済関連部署の担 当者
による実質 的議論 を経た ものであ るところが ら,こ れ らは,国 務会議(あ る
いは次官会議)に おいては,さ した る反対 に出会 うこともな くrた だ形式的
に承認 される こととな った とい うのが,通 説であ る。 しか しなが ら,上 述の
鄭正倍 によ るデー タを見 ると,国 務会議 にお ける無修正率 は,経 済案件 の場
合,そ の他の案件 よ りもわず かに低 くな って いる(鄭 正信1994,p.322)(is)。
つま り,経 済政策案は,国 務 会議の場 において修正を受 ける ことも多 々あ っ
た。 そ して,す で に経済長官会議 において実質的 な調整 は完 了 しているはず
であ るに もかかわ らず,そ の修正確率 は,一 般案件 よ りも高 か った ことにな
る。 これは,政 府 にとっての経済政策の重要性 を示 して いるとみな されよ う。
すなわ ち,経 済長官会議 には出席 しない非経済部 に とって も,経 済政策 は多
くの場合重要 であ った。 しか し,通 説 の主張 す るところと,筆 者 がかつてイ
ンタ ビュー した多 くの政府高官 の説 明な どを総合 して推測す ると,国 務 会議
にお ける議論 は,や は り形式 的な ものであ ることが多 く,こ の場 における修
正 は,マ イナーな ものがほ とん どあ った と考 え るのが妥当で あろう。
国務会議 にて承認 された案 件は,そ の後,最 終的 に大統領 の承認 を受 ける
必要 があ り,法 案 の場合には,さ らに国会へ と送付 され た。
以上 の ように,政 府 内にお ける政策の立案 ・調整 は,非 常 に長 いプ ロセス
を要 す るものであ った。 しか し,こ の過程 を経 て も,な かなか合意 ・調整 に
至 らない こと も多 々あ った。 その よ うな場合 の調整 は,別 の さま ざまなルー
トに よ り行わ れた。 その中で も,比 較 的明確 に制度化 され,必 ず しも例外的
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響力を与えていたと考え られる制度の存在が,少 なくともい くつか知 られて
いる。
まず,政 府の経済政策形成に,か なりの影響力を持 っていたと考えられる
のが経済長官懇談会である。 これは,経 済長官会議が徐々に形式化 しつつあ





率 と重要性も増大 した。特に1960年 代半ばか ら1970年 代の初めにかけては,
強力な経済企画院長官の リーダーシップの下,経 済長官会議は重要な経済政
策形成にあたり実質的かつ建設的な議論の場となるとともに,そ のことを通
して国務会議の負担を確実に軽減 したと考え られる。このころ,大 統領およ
び青瓦台の大統領スタ ッフは,経 済政策形成およびその運営についてはほぼ
全面的に経済長官会議に任せ,ほ とんど干渉 もしなかったといわれる。
しか し,年 を経るにしたがって徐々に,こ の経済長官会議においても形式
や建前が重視されるようになり,実 質的議論の場としての有効性は失われて
いった。国務会議の場合 と同じように,こ の経済長官会議にかけられる案件
について も,事 前の調整が重視 され,こ の場は,単 なる決定への権威付けの




議の無修正率は,そ の後 どんどん上昇 し,1970年 代後半になると,70%以
上にもなっている(鄭 正信1994,p.328)。 このころになると同時に,長 い
過程を経なければな らない政府の公式な意思決定ルー トについては,多 大な
時間を要するばか りではなく,時 として保守的な勢力により改革が阻まれて
しまうことも珍 しくはなく,弊 害も大きいという認識が政府内部でも大 きく
なって くる(崔 東奎1991,p.65)。1970年 代,重 化学工業化政策を強力に
推進する中,経 済は急速に拡大 ・複雑化の度合いを高 くしており,そ れによっ





公式会談を経済長官懇談会として1977年 に制度化 したのが,南 恵祐であっ
た。非公式という言葉が示す とおり,こ の懇談会は,必 要に応 じて随時,経
済企画院長官によって召集され,参 加者 もその都度,必 要に応 じて異な って
いた。場合によっては,経 済部長官のみならず,大 統領秘書官が参加するこ




た(崔 東奎1991,pp.65-66)。 非公式会談であるゆえに,こ の場に議題を提
案するにあたっての所定の手続きなどは一切規定されておらず,次 官レベル
の事前の検討 も必要ではなか った(YuBok-Hwan1996,p.109)。議論は
通常,柔 軟性に富み,細 部にわたり徹底 した深い討議が行われることも多かっ
た(趙 錫俊1997,p。155)。 大幅な改革に関する提案は,通 常保守的な官僚
層の抵抗を受けることが多 く,特 にお互いの利害が拮抗 し,そ れぞれ自己の
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部署の利害 と対面とを守 らねばならないといった場合には,官 僚組織の下方








もうひとつの常套手段は,単 にその過程の途中を省略 し,案 件を直接国務会
議に持ち出すことであった。直前の次官会議のみが省略されることもあった






%程 度が,実 は公式の政策決定過程を通 らずに,こ のようにして直接国務会
議 に諮 られている(鄭 正信1994,p.325)。
公式の政策過程を経た長い審議を省略するその他の手段として忘れてはな
らないのが,「 内諾」 と 「内認可」である。 これは,正 規の政策過程を経て
大統領の承認に至る前の段階で,あ らかじめ大統領(も しくは青瓦台)の 了
解を得ておくことである。事実上,大 統領が唯一の政策決定者である強力な
大統領制の下 大統領は,憲 法上,国 務会議 による決定を翻すことがで
きた一 大統領の事前の合意を得た案件については,少 な くとも官僚制の
下方のレベルにおいては,そ して,ほ とんどの場合,高 レベルにおいても,
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それ以上の実質的な議論は成立 しえなかった。この場合,下 からのボ トムアッ
プの手続きは確かに踏まれたが,し か し,内 諾 もしくは内認可を受けた案件






これは,い わばルール違反でありなが ら,し か し,他 方,ス ムースな決定を
確保す るにあたっての有効性に加え,公 式の交渉前の事前調整を重んずる慣




院は他部処 との個別調整の上最終的に作成 した予算原案について,次 官会議
にかける前に,ま ず国務総理および大統領,そ して政府与党連絡協議会にひ

















ために,他 の多 くの個別政策の形成 にあたっても,こ の手法が用いられるこ
とが多 くあったようである(13)。
さて,政 策形成に関する非公式のメカニズムとして最後にあらためて指摘
しておきたい重要なプロセスが,官 僚間,あ るいは次官,長 官の間の 「横」
の非公式な政策調整である。他の部処との非公式な協議 ・調整は,ほ とんど
すべての公式な協議にあた り,そ の実質的準備として行われていた。 しか し,
「上」の権威が重視される政治 ・行政文化の中で,特 に利害や意見が厳 しく
対立する案件については、,通 常,官 僚 レベルの横の調整や協議にて合意や
妥協に至 ることは難 しく(ChoSuk-Choon1975,p.75,WhangIn-Joung
1992,p.308),そ のような場合には,長 官 もしくは次官 レベルの非公式折
衝によって解決が図られることが多かった。 しか しなが ら,議 院内閣制にお
ける内閣とは異なり,強 力な大統領制の下,国 務会議を構成する各長官の間
には 「国益」を考える行政府最高の集団的意思決定機関としての連帯感が希
薄であり,各 長官はそれぞれの部の利害を強 く主張 して妥協することが難 し
かったという指摘 も多い(李 成佑1993,p.127,趙 錫俊1997,p.156)。 そ
のような場合,長 官同士の話 し合いにおける鋭い利害の対立を調停する上で




を調査 したサーベイがい くつかある。127名 の局長候補者を対象とした1993
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年,李 成佑の調査によると,回 答者の3分 の2以 上(69%)が,政 策形成上
の対立については,公 式,非 公式,双 方のルー トを通 じて解決が図られると
しており,こ の数は,公 式のル「 トこそが重要とする者(19%)や 非公式の
もののみとする者(5%)を はるかに上回る。また,過 去において,重 要な
政策に関す る調整が上からの非公式な介入によって実現されたことがある,
という命題に関しては,3分 の2(66%)が 「ややそう思 う」,13%が 「非常
にそう思 う」 と答えている(李 成佑1993,pp.145-148)。
朴永動による調査では,政 策調整の最 もよく使われる方式3つ のなかのひ
とつとして,高 級官僚のほとんど(89%)が 大統領秘書室による調整をあげ
ている ものの,も っと も好 ま しい政策調整 の担い手 としては,3分 の2
(67%)の 官僚たちが,国 務総理行政調整室(27%)や 国務会議 ・次官会議
を通 じた調整(40%)を あげている。大統領秘書室による調整を好ましいと
する回答は,16%に とどまる(朴 永動1994,pp.228-229,358-359)(14)。 大
統領秘書室は,も ともと政策形成の公式プロセスには登場 しない存在であり,
本来は大統領のスタッフに過ぎない。
さて,「 非公式な方法」 という言葉が,法 や規則に明確に規定されたもの
以外すべての方法,と 定義されるとしたら,公 式の調整は,ほ とんどすべて
の場合,「 準備」 という名の下 に行われる何 らかの非公式調整を前提 として
いると考えてよかろう。1970年 代になると,長 官の間の調整が困難な場合
には,大 統領は必ず しも長官 レベルの決定を待たずして,し ばしば自らが直
接決断を したといわれる。この場合,大 統領は,国 務会議 とは異なる非公式
の場 として関係長官を集めて自らの前で討議をさせ,そ の議論の内容に基づ
いて自らが判断をし,決 定を下すことが多かった(金 正1997,p.82)。






れるようになり,制 度化 されていった。その他のさまざまな措置 も含め,多
くの非公式な調整の方法が徐々に手続きとして制度化され,そ れにより,不
確実性や恣意性を低下 させてゆく。「非公式」であることは,必 ず しも個人
的であったり縁故主義や恣意性を呼ぶとは限らないのであった。
皿.結 び に換 え て一韓国の政策形成モデルの トップダウン説 と
ボ トムアップ説
以上,開 発主義韓国の経済政策形成について,主 として制度に着 目して見
てきた。そこには,明 確に定められ,長 い過程を経て順次上へ上が って行 く
公式の 「下か ら」の政策形成の制度が存在するとともに,し か し,そ の公式
のプロセスを何 らかの形で省略もしくは実質的には無効化 ・形骸化させる非
公式の抜け道 も多数存在 していた。 この非公式のプロセスの多 くの ものは,
「上から」の政策形成を体現する制度であると考えてよかろう。
もちろん,制 度の存在それ自体は,必 ずしも実態を反映 しているというわ
けではない。では,実 態,す なわち,実 際の経済政策形成はどのようなプロ
セスをたどってなされていたのであろうか。過去の実態に迫ることは容易で
ない。特に,研 究者の見解が分かれているのみな らず,実 際に政策形成に加
わった,あ るいは加わっているリーダーや官僚たち自身の見解が大きく二つ
に分かれているとき,そ れは,ど のように理解されるべきか。 これが,本 稿
が明 らかにしょうとした問題であった。では,制 度を検討 し,そ の後にこれ
ら見解の乖離に立ち戻 ったとき,何 が明らかとな ったか。
実態は,お そらく 「上から」 と 「下から」の双方のベク トルが存在 したと
いうことである。少な くとも双方の流れをそれぞれ可能とする公式 ・非公式
の制度が存在 していた。 そして,「上から」と 「下か ら」それぞれを主張す
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るリーダーや実務家たちの証言は,双 方の流れが,実 際,と もに存在 し,韓
国における経済政策形成を担っていたとい うことを示 している。「上から」
の流れ も,「下か ら」の流れも,と もに,そ の中において政策形成に関わっ
た人々か らすると,そ れこそが同時代の韓国における経済政策形成のあ り方
であり,結 果としての経済政策,も しくはさらにその結果 としての経済成長
を生み出 した もの として認識されているのであった。
開発主義の時代にあって,経 済成長の実現は,そ の政権が正統性を確保す
るためにもきわめて重要なものであ り,成 長を実現 ・確保するために,大 統
領及びその意向を汲んだエ リー トたちは,経 済政策に関 してきわめて強い関
心を有 していた。軍に支えられた政権であ りなが ら,経 済政策を掌 る大統領
側近や経済長官たちは,そ れまでに一定の成果をあげてきた実務家 もしくは
学者たちによって占められてお り,政 権中枢(す なわち 「上」)に おいては,
経済の状況が常に詳細にモニタ リングされ,そ して,必 要に応 じた対応が考
えられていた。 このような体制の下,経 済政策あるいはその運営に関 して,
「上」か ら指令が発せられることも決 して珍 しくなかったというのは,む し
ろ当然であろう。
しか しなが ら,極 秘の作業を要す る特殊な案件⑮ を除けば,通 常,そ の
「上から」の指令に応 じて実際の政策形成作業を担 ったのは,各 部処担当課
の官僚たちである。梁性詰(1994)の データに見 られ るように,経 済部処に
関する限 り,大 部分の次官及び長官は官僚出身であった。 こうした長官たち
は,官 僚に対する信頼 も厚 く,彼 らにかなりの程度まで仕事を 「任せる」こ
とが可能であり,そ して常であったのである。こうして,政 策の方向性はず
でに決められたものであったとしても,そ の有効性を決定するのは,官 僚の
作業(政 策案形成)と なった。 そして,彼 らには,政 策形成を担っているとい




このように考えると,ト ップダウン説,ボ トムアップ説,双 方を無理な く
同時に説明す ることができよう。もちろん,政 策の重要性等により,場 合に
よって 「上から」 と 「下か ら」のベクトルの大きさは異なっていたであろう。
また,「上から」の力はほとんど存在 しないケースも多 くあったことであろ
う。 しかし,い ずれにせよ,こ の 「上から」と 「下か ら」双方の力がともに
重要性をもち,共 存しえたこと,そ れこそが,韓 国開発主義国家を支えた有
能な官僚制の特徴 と言えるのではなかろうか。開発を指向する多 くの権威主






(1)韓 国の場合,朴 正煕(1961-1979),全 斗換(1980-1988)の 両政権下の時期
を開発主義の時代 と考えてよかろう。ただし,資 料の関係か ら,本 稿の議論は
主として朴正煕時代の政策形成を扱 っている。なお,経 済企画院は,そ の20
年史(1961-81)の 出版物を 『開発時代の経済政策』(1982)と 題 し,そ の後の
期間については,30年 史のタイ トルにおいて 「自由開放時代」(1981-1992)
としている。開発主義の定義については,論 者によりさまざまであるが,た と
えば,村 上(1992)末 廣(1994,2000),池 尾(2001),岩 崎(2001)な ど参照。
(2)こ こで も必要に応 じて,産 業界の意見等,外 部からのインプットも取 り入れ
る制度化がなされていた。
(3)1972年8月3日,大 統領は,憲 法上の大統領非常緊急措置権に基づいて
「経済の安定と成長に関する緊急命令」を宣布 し,私 債凍結措置を断行 した。
これは,高 額の私債をかかえて苦しむ全国経済人連合会(全 経連)か らの直訴
を受け,大 統領が至急対策を指示 したことに対応 したものであった(金 正濠
1991,pp.174-18C)o
(4)韓 国の行政府における 「部」は,日 本の 「省」にあたると考えてよい。そし





(6)1982年 以降,開 催は原則週1回 となる。なお,開 催の記録を見ると,実 際
の開催回数はそれほど多 くない(鄭 正偽1994,p.327)。




(9)経 済企画院次官は,経 済次官会議も主宰 している。
(10)各 部の次官も特別職公務員,つ まりいわゆる政治任命職であるが,官 僚の中
から抜擢されることが多かった。
(11)筆 者がかつてインタビューをした1970年 代の高級官僚(次 官まで務めると
ともに,そ の後,大 統領首席秘書官として長 く朴正煕に仕えた人物であった)
も,政 府の政策形成における次官レベルの調整 ・検討の重要性を強 く主張して
いた(1997年10月,12月)。
(12)た だし,そ の無修正率は,経 済案件の場合にも,そ の他の場合にも,80%か
ら90%と 非常に高 くなっている。例外的であったのが,朴 政権下の1960年 代
半ばで,経 済案件の国務会議における無修正率は1964年 に60%未 満,1965年
も70%に は至?て いない。これは,第 三共和国の初期であり,民 政移行以後,
経済発展の実現にむけて各種経済改革が立案され,実 施されていった時期であ
る。強力な実行力を有し 「ブル ドーザー」の異名で呼ばれた副総理(経 済企画
院長官)強 暴榮の リーダーシップの下,次 々と立案される経済改革を問題なく
進めるため,大 統領は副総理の政策調整能力強化に努力 した。
(13)た とえば,趙 錫俊(1997,p.158),朴 永h(1994,p.145)な ど参照。なお,
筆者による1997年10月 の宋仁相(李 承晩政権下にて韓国銀行副総裁,復 興部
長官,財 務部長官など歴任),金 正濠(朴 正煕政権下 にて財務部長官,商 工部
長官,大 統領秘書室長など歴任)へ のインタビューにおいても,同 様のことが
確認 された。 しか し,そ れに対 し,朴 政権下にて長 く経済企画院長官を務めた




(14)な お,李 成佑のものも含め,こ れらの調査は1990年 代,い わゆる民主化後
に行われたものであり,朴 正煕の時代からは10年 以上が経過 しているばかり




当であろう。 したがって,こ の調査の結果を,本 稿の論ずるところを補強する
ものとして用いることにはかなりの限界がある。 しか しながら,1970年 代に
実施された同様の調査が知 られていない中,政 府は変わろうとも,行 政の人的
継続性は保たれていることから,こ の調査結果もある程度参考になるであろう
と考えられる。
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